2016年9月24日～26日　時事、共同、一部他
臨時国会安倍首相所信表明（演説全文）、笠井インタビュー、内閣法制局安保法決裁、ＡＣＳＡ調印
衆院憲法審査会長に森氏選出＝臨時国会召集
　衆院憲法審査会は２６日午前、会長に森英介元法相（自民）を互選した。与党は同日召集された臨時国会の会期中に、同審査会での憲法改正論議を再始動させたい考えだ。
　森　英介氏（もり・えいすけ）東北大工卒。法相、党憲法改正推進本部長。千葉１１区、当選９回。６８歳。（時事通信2016/09/26-12:14）
野田民進幹事長、自民憲法草案の撤回要求＝二階幹事長は拒否
　与野党幹部は２５日のＮＨＫ番組で、２６日の臨時国会召集を前に議論を交わした。民進党の野田佳彦幹事長は憲法改正論議に関し、「国民の権利を軽んじている」として、自民党の憲法改正草案の撤回を要求。これに対し、二階俊博幹事長は「すぐさま撤回するつもりはない」と拒否した。
　野田氏は自民党草案について、「まず撤回をしてもらうところから始めないと議論は進まない」と強調。共産党の小池晃書記局長も「緊急事態条項で事実上、戒厳令が敷ける。ひどい中身だ」と指摘した。　
　一方、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に関して、二階氏や公明党の井上義久幹事長は「情報開示を積極的にやって承認が得られるように努力する」と述べ、今国会で承認を期す考えを示した。首相当時に交渉参加を決めた野田氏は「勝ち取るものを勝ち取っていないし、守るべきものを守っていない。現行協定案に賛成するわけにはいかない」と反対を表明した。
　共産、社民、生活各党も臨時国会でのＴＰＰ承認に反対する考えを示した。（時事通信2016/09/25-17:03）
野田氏、自民改憲草案の撤回要求　二階氏は拒否

共同通信2016/9/25 12:30

　民進党の野田佳彦幹事長は25日のNHK番組で、国会での憲法改正議論について、緊急事態条項の新設などを盛り込んだ自民党の2012年の憲法改正草案を撤回するよう要求した。「国民の権利を軽んじ、国の在り方を変える中身としか思えない。撤回から始めないと議論は進まない」と述べた。二階氏は「すぐに撤回するつもりはない」と拒否した。

　野田氏は、国会での論議に関して「自民党は多数を持っているから警戒せざるを得ない」と強調した。共産党の小池晃書記局長は「二階氏が『撤回するつもりはない』と言ったのは重大だ。時代逆行の自民党草案は憲法の名に値しない」と反発した。公明党の井上義久幹事長は「自民党の話を聞くと、草案をたたき台にして憲法審査会で議論するとは決してなっていない」と述べた。

　二階氏は、政府が優先課題とする環太平洋連携協定（TPP）の承認案件と関連法案について、26日召集の臨時国会で成立を目指す意向を表明した。野田氏は「守るべき国益を守っていない」と反対を明言。国会での審議に関しては「（政府は）よほど情報を開示して説明する必要がある。拙速な審議や（採決）強行は駄目だ」と述べた。

共産笠井氏、憲法審開催に反対　「議論の必要なし」

共同通信2016/9/24 18:56

[image: image1.jpg]


インタビューに答える共産党の笠井亮政策副委員長　共産党の笠井亮政策副委員長は24日までに共同通信のインタビューに応じ、衆参両院の憲法審査会の開催に反対する考えを示した。「現行憲法は世界に誇るものだ。憲法審の目的は憲法を変えることであり、議論する必要はない。憲法をないがしろにする政治こそ変えるべきだ」と述べた。

　現行憲法に関し「立派だから70年間変える必要がなかった。時代の変化に対応できない条文はない」と主張。「貧困や格差拡大、ブラック企業の労働が問題化する中で、生存権や幸福追求権、労働者の権利を掲げた憲法の輝きは、いよいよ増している」と訴えた。

安保法決裁は「５月０日」＝内閣法制局の審査記録
　内閣法制局が法案審査状況を記録する公文書に、安全保障関連法の閣議決定前の審査決裁日を昨年「５月０日」と記載していたことが２６日、分かった。法制局は、同文書の情報公開請求を行った人からの指摘を受け、決裁の日付を閣議決定当日の「５月１４日」に訂正した。重要法律に関する記録でずさんな管理を行っていたことは批判を浴びそうだ。
　「５月０日」との記載について、法制局の担当者は２６日、民進党の会合で「未入力の部分があった。大変申し訳なく思っている」と陳謝した。関係者によると、決裁日が確定しない段階では「０日」としておき、後から日付を入力するケースがあるという。
　法制局では、検事や裁判官出身の職員が中心となり、法案や政令案が閣議決定される前に憲法や他の法律と整合性があるかなどを審査している。安保法は集団的自衛権行使を可能にすることなどを盛り込んでおり、法制局がどの程度時間をかけて審査したかを検証するには、公文書の記録が正しくなければ困難となる。（時事通信2016/09/27-00:22）
安保法決裁日は「5月0日」　内閣法制局、誤記載と陳謝

共同通信2016/9/26 19:34

　安全保障関連法を巡り、内閣法制局が昨年5月14日の閣議決定前に内容の審査を終えて決裁した日を「5月0日」と記載した文書を作成していたことが分かった。法制局の担当者が26日、民進党の会合で事実関係を認め「記載ミスで大変申し訳ない」と陳謝した。文書は既に「5月14日」に修正したという。

　安保法は、戦後長い間、憲法解釈上認められないとしてきた集団的自衛権の行使を閣議決定による解釈変更で解禁した。憲法学者らは違憲と指摘しており、文書のずさんな記載が判明したことで、実際に適切な審査が実施されていたのか疑問視する声が高まる可能性もありそうだ。

内閣法制局 　決裁５月０日「事務的なミス」と釈明、謝罪　
毎日新聞2016年9月26日　21時07分（最終更新　9月26日　21時58分）
　内閣法制局は２６日、安全保障関連法を巡り、法案の扱いを記録した公文書で審査を終えて決裁した日を「５月０日」とするなどずさんな記載をしていた問題で、民進党に対し「事務的なミスだ」と釈明し、謝罪した。 
　民進党国会対策委員会が法制局の担当者を国会内に呼び、聴取した。同局側は「システム上、決裁日の欄はあらかじめ０月０日が入っている。ぎりぎりまで審査手続きをしており、確定した日付を入れなかった」と説明。「法律」なのに「政令」にマルがついていたことについても「記入が不完全なため、ミスが起こった。大変申し訳ない」と述べた。【松本晃】 
内閣法制局 　安保法決裁「５月０日」　文書ずさん記載
毎日新聞2016年9月26日　07時00分（最終更新　9月26日　09時16分）
　昨年９月に成立し、今年３月に施行された安全保障関連法を巡り、昨年５月に政府が同法案を閣議決定する前に内容を審査した内閣法制局が、法案の扱いを記録した公文書で、審査を終えて決裁した日を「５月０日」とするなど、ずさんな記載をしていたことが分かった。法制局はすでに修正しているが、毎日新聞の取材に経緯の説明を拒んでいる。【日下部聡】 
　内閣法制局は、法案や政令案が内閣の閣議で決められる前に、憲法や既にある法律と矛盾がないかを審査する。安保関連法案は昨年５月１４日に閣議決定され、国会に提出された。 
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【上】富山市の吉田さんが昨年１０月に入手【下】毎日新聞が今年５月に入手
　問題の公文書は「公文件名簿」と呼ばれる。審査のため各省庁から送られてきた法案や政令案について、それぞれ（１）受付日（２）決裁日（３）審査した後に内閣に送付した進達日（４）閣議にかけられた日−−や、審査担当参事官名などを記録し、一覧表にしている。３０年間保存される重要な公文書だ。 
　問題の記載は、障害者支援にかかわり、国や自治体の財政などについて個人で調査する富山市の吉田憲子さんが見つけた。法案審査の経緯を知ろうと昨年９月に情報公開請求し、翌１０月に昨年分の公文件名簿が開示された。その中で、安保関連法案のみ▽受付日が空欄▽決裁日は「５月０日」▽進達日は空欄−−となっており、「法律」なのに「政令」にマルがついていた。吉田さんの問い合わせに、法制局は「担当者のミス」と説明したという。 
　毎日新聞が今年５月に同じ文書の開示を受けたところ、受付、決裁、進達は法案が閣議決定された「５月１４日」とするなど記載はいずれも修正されていた。 
　ずさんな記載の経緯や理由について、公文件名簿を管理している内閣法制局総務課は、取材に「開示請求した人以外の問い合わせには答えられない」と回答を拒否している。 
　内閣法制局の「行政文書取扱規則」によると、法案や政令案は総務課が受け付け、内閣に送付した日（進達日）は審査担当部からの連絡を受けて総務課の担当者が記入する。 
異例の閣議当日審査 
　毎日新聞が入手した修正後の文書では、内閣法制局は昨年５月１４日に法案審査を受け付けて直ちに決裁し、政府が同じ日に閣議決定していた。 
　他の法案とは異なるスピード決裁で、安保法制を巡る法制局の手続きに疑問の声が出ている。 
　入手文書によると法制局は昨年１年間に８０件の法案を審査した。実質的な審査は「予備審査」という形で正式の受け付け前に終わらせておくのが慣例だが、安保関連法案以外は受け付けから閣議決定まで数日を要し、記載の誤りもなかった。 
　一連の経緯について、法制局の元官僚は取材に「これは変だ。どうしてこんなことになるのか」と首をかしげた。 
　問題の記載を見つけた吉田憲子さんは「法制局上層部で話が進められ、担当者は記入のしようがなかったのではないか。正規の手続きを経ていないとの疑いを抱かせる」と話す。 
　法制局は、情報公開請求者以外からの問い合わせには応じないとして取材を拒否しているが、情報公開法にそのような規定はない。国の情報公開制度を所管する総務省情報公開推進室は「開示文書は誰にでも平等に開示される。第三者の問い合わせに答えても問題はない」との見解だ。 
　安保法制への法制局の対応では、政府の集団的自衛権行使容認の閣議決定（２０１４年７月）に必要な憲法９条の解釈変更を巡り、局内部での検討過程を公文書に残していなかったことが発覚。横畠裕介長官は国会で、解釈変更について局内で議論したが反対意見はなかった−−と主張しているが、それを裏付ける記録はない。 
　【ことば】安全保障関連法 
　憲法解釈の変更による集団的自衛権行使容認や国連平和維持活動（ＰＫＯ）拡充を柱とし、自衛隊法など１０の法改正を一括した「平和安全法制整備法」と、自衛隊による他国軍の後方支援を認める「国際平和支援法」からなる。安保関連法のもと、踏み込んだ武器使用を認める駆け付け警護の任務が年内にも南スーダンＰＫＯで自衛隊に課される。 
自衛隊と米軍の物品提供協定 安保関連法に合わせ見直し
ＮＨＫ9月26日 20時51分
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日米両政府は、自衛隊の活動範囲を拡大した安全保障関連法に合わせて自衛隊とアメリカ軍が物品などを相互に提供するための協定を見直し、２６日、岸田外務大臣とアメリカのケネディ駐日大使が協定に署名しました。
自衛隊とアメリカ軍は食料や燃料などの物品や輸送などの役務を相互に提供しあうための協定を結んでいます。
これについて、日米両政府は自衛隊の活動範囲を拡大した安全保障関連法に合わせて協定を見直し、２６日、外務省で岸田外務大臣と稲田防衛大臣、それにアメリカのケネディ駐日大使らが出席して協定の署名式が行われました。協定の見直しでは、集団的自衛権の行使が可能となる「存立危機事態」などが新たに対象に加えられたほか、日本が武力攻撃を受けた場合などに限られていた弾薬を提供できるケースが拡大することになります。
署名式に臨んだ岸田大臣は「昨今の北朝鮮の動きを考えると日米同盟の重要性は一層高まっており、協定は抑止力を強化する観点からも大変重要だ」と述べました。
これに対し、ケネディ大使は「日米同盟がこれほど強固だったことはなく、厳しさを増す安全保障環境に直面する中、われわれは日本の防衛、地域の平和と安定へのコミットメントを新たにしている」と述べました。
政府は協定の国会承認を求める議案を２６日に開会した臨時国会に提出し、早期の発効を目指すことにしています。
物品提供協定に署名＝平時の弾薬供給も対象－日米
　日米両政府は２６日、自衛隊と米軍が相互に食料などを融通することを規定した日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）の改定に署名した。昨年成立した安全保障関連法に基づき対米支援を拡充する内容で、平時の米軍への弾薬提供などが対象に加わった。政府は臨時国会に承認案を提出する方針だ。
　署名式で岸田文雄外相は「日米同盟の抑止力を強化する重要な協定だ」と強調。ケネディ駐日米大使も「米軍と自衛隊の効果的な協力に不可欠だ」と語った。
　安保関連法は、集団的自衛権の行使を認める「存立危機事態」や、従来の周辺事態から地理的制約を撤廃した「重要影響事態」などを新たに創設した。今回の改定では、適用範囲にこうした新たな事態を追加した。
　対象となる物品・役務の中で、日本有事に限定されていた弾薬については、日本が攻撃を受けていない場合での提供を追加。戦闘作戦行動のために発進準備中の戦闘機への給油も含めた。
　現行のＡＣＳＡは、提供対象に食料や燃料、医療などを定めている。平時での弾薬提供などが加わったことについて、防衛省は「安全保障環境の変化により、米側に需要が出てきた」と説明している。　（時事通信2016/09/26-20:21）
しんぶん赤旗2016年9月27日(火)

日米、新ＡＣＳＡ（物品役務相互提供協定）に署名　戦争法で兵たん全面拡大

　日米両政府は２６日、米軍と自衛隊の間で物品・役務を融通する兵たん活動（後方支援）の範囲を昨年９月に強行成立させた戦争法＝安保法制にあわせて拡大するため、新たな物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ＝アクサ）に署名しました。

　外務省内で署名式を行い、岸田文雄外相、ケネディ駐日米国大使、稲田朋美防衛相、シュローティ在日米軍司令官が出席しました。

　新ＡＣＳＡでは、武力攻撃には至らない緊張状態である「平時」から、集団的自衛権の行使時（存立危機事態）、国連平和維持活動（ＰＫＯ）やイラク戦争のような多国籍軍参加（＝国際平和共同対処事態）といった海外活動に至るまで、自衛隊があらゆる場面で米軍に兵たん支援できるよう明記。現場の部隊間で柔軟に燃料などの便宜供与が可能となり、軍事一体化がさらに加速します。

　また、前協定では「他国軍の武力行使との一体化」を避けるため「武力攻撃事態」に限られていた弾薬提供を、日米共同演習を含めあらゆる場面で解禁しました。

　弾道ミサイル警戒や偵察、海賊対処活動といった日米が平時から行う共同作戦の場面での兵たん支援については、「自衛隊法１００条の６に基づく」とだけ規定し、メニューを適宜追加できる規定としました。

　日米ＡＣＳＡは１９９６年に締結。見直しは３回目となります。

軍事研究助成の新設枠を検討　１件数十億円に上限拡大

東京新聞2016年9月26日 朝刊
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　軍事転用可能な基礎研究の資金を助成する「安全保障技術研究推進制度」で、防衛省が一件の研究への助成額上限を、現行の十倍超の数十億円へ引き上げることを検討していることが分かった。武器や装備品に必要な技術研究開発を進める政府方針の下、現行制度ではカバーできない高額な予算が必要な研究をする大学や研究機関の取り込みを図る。　（望月衣塑子）

　この動きに、軍学共同や沖縄基地問題で発言している世界平和アピール七人委員会の委員も務める慶応大の小沼通二（みちじ）名誉教授（物理学）は「軍学共同をさらに前進させるもので、平和を追求すべき科学者のあり方をゆがめる」と懸念する。

　二〇一五年度に始まった技術研究推進制度にはこれまで百五十三件の応募があり、十九件の研究が採択された。いずれも助成の上限は三年間で一億二千万円。防衛省は来年度、この助成枠と別に、一件の研究に五年間で数十億円をつぎ込む新たな助成枠を設ける方針だ。来年度予算では制度全体で百十億円を要求し、このうち新設分として五年分の百億円を一括計上している。

　防衛省は、大きな予算が必要なレーダーなどの基礎研究に取り組む大学や研究機関の研究者からの応募を見込む。原則五年の助成期間中に得られた研究成果をさらに発展させ、再び応募することも可能で、採択されればさらに五年間の助成を受けられる。防衛装備庁は「長期契約でより高度な先端技術を防衛装備品に取り込みたい」とする。

　政府は今年一月にまとめた第五期科学技術基本計画で、安全保障の項目を初めて設け「安全保障上の諸課題に対し、必要な技術の研究開発を推進する」と明記。大学や民間の技術の防衛装備への積極的な転用を目指す。

　技術研究推進制度への応募は初年度百九件から、二年目の本年度は四十四件に減った。小沼名誉教授はその背景として「政府の軍備拡張路線に反対する研究者が増えている」と指摘。「研究者に膨大な資金を見せて巻き込もうとする政府のあざとさを感じる。軍備拡張を進める政策に日本の未来はあるのか」と話す。

　宇宙物理学者の池内了（さとる）名古屋大名誉教授も「来年度の防衛省の予算要求を見ると、防衛装備庁は中長期的な観点から軍事装備品の開発に乗り出している。助成金制度の拡充は、それに合わせ軍事装備の開発を本格的に進める体制づくりの一環だ」と批判している。

衆参の勢力分野
　２６日召集の臨時国会での衆参両院の勢力分野は次の通り。
　【衆院】自民・無所属の会２９１▽民進・無所属クラブ９６▽公明３５▽共産２１▽日本維新の会１５▽生活２▽社民２▽無所属１１▽欠員２
　【参院】自民１２２▽民進・新緑風会５０▽公明２５▽共産１４▽日本維新の会１２▽希望の会（生活・社民）５▽無所属クラブ４▽日本のこころ３▽沖縄の風２▽無所属５（時事通信2016/09/26-04:28）
参院で臨時国会開会式　会期11月30日まで

共同通信2016/9/26 13:28
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第192臨時国会の開会式で、お言葉を述べる天皇陛下＝26日午後、参院本会議場　第192臨時国会の開会式が26日午後、参院本会議場に天皇陛下を迎えて行われた。大島理森衆院議長、伊達忠一参院議長、安倍晋三首相と閣僚、衆参両院議員が出席。共産党議員も加わった。

　大島氏は式辞で「わが国を巡る内外の諸情勢は誠に厳しく、早急に解決すべき幾多の重要問題がある」と指摘。「速やかに充実した審議を行い、国民生活の安定向上を図るとともに、世界の平和と繁栄に寄与していかなければならない」と訴えた。続いて天皇陛下がお言葉を述べられた。

　首相の所信表明演説はこの後の衆参両院本会議で実施し、代表質問は27日から3日間行う。会期は11月30日までの66日間。

安倍首相、改憲論議の深化訴え＝生前退位で有識者会議－働き方改革を加速・所信表明


衆院本会議で所信表明演説をする安倍晋三首相＝２６日午後、国会
　安倍晋三首相は２６日午後の衆参両院本会議で所信表明演説を行った。首相は憲法改正に関し、国民に改憲案を提示するのは国会の責任だとして、「与野党の立場を超え、憲法審査会で議論を深めていこう」と訴えた。天皇陛下が生前退位をにじますお気持ちを表明されたことを踏まえ、有識者会議を設置して検討を進めていくことを表明。政権の重要課題と位置付ける「１億総活躍」の実現に向けては、長時間労働の是正や定年引き上げなど「働き方改革」を加速させる方針を示した。
　７月の参院選の結果、改憲に前向きな勢力が国会発議に必要な３分の２の議席を衆参両院で確保したことを踏まえ、首相は民進党を含む与野党に改憲論議を強く促した形だ。
　首相は「憲法はどうあるべきか。どういう国を目指すのか。それを決めるのは政府ではなく、国民だ。その案を国民に提示するのは、国会議員の責任だ」と指摘。「決して思考停止に陥ってはならない」とも語り、建設的な議論も求めた。
　生前退位の問題については、陛下のお気持ち表明に触れた上で、「陛下のご公務の在り方について、ご年齢やご公務の負担の現状に鑑みる時、そのご心労に思いを致し、有識者会議において国民的な理解の下に議論を深めていく」と述べた。
　首相は、経済再生に関し「あらゆる政策を総動員する」とし、事業規模２８兆円超の経済対策の実施で「デフレからの脱出速度を最大限まで引き上げる」と決意を示した。働き方改革に関する実行計画を年度内に策定する方針を説明し「可能なものから速やかに実行する」と述べた。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）にも触れ、「早期発効を大きなチャンスとし（農林水産物輸出額）１兆円目標の早期達成を目指す」と表明した。
　外交関係では、ロシアのプーチン大統領の１２月訪日に関し、「首脳同士のリーダーシップで交渉を前進させていく」と、北方領土問題解決への意欲を強調。日中関係については「地域の平和と繁栄、世界経済に大きな責任を持つことをともに自覚し、関係改善を進めていく」と述べた。
　核・ミサイル実験を繰り返す北朝鮮を改めて強く非難しつつ、拉致問題について「引き続き最重要課題」として、解決に向け粘り強く取り組む姿勢を示した。　
◇所信表明演説骨子
　一、改憲論議の深化訴え
　一、生前退位で有識者会議設置
　一、デフレ脱却速度を最大化
　一、働き方改革を早期実行
　一、首脳交渉で北方領土問題前進
　一、中国との関係改善推進
（時事通信2016/09/26-16:55）
首相、憲法審の改正議論深化を　所信表明、TPP発効へ決意

共同通信2016/9/26 15:52

　第192臨時国会が26日召集され、安倍首相は衆院本会議で所信表明演説を行った。自身が意欲を示す憲法改正に関し、改憲案を国民に提示するのは「国会議員の責任」として、与野党を超えて衆参両院の憲法審査会で議論を深めるよう呼び掛けた。今国会で重要課題となる環太平洋連携協定（TPP）の早期発効と、農業改革に取り組む決意を表明。天皇陛下の生前退位を巡り、有識者会議で議論を進める考えを示した。北朝鮮の核・ミサイル開発に断固対応する方針も打ち出した。

　経済政策では「事業規模28兆円を超える経済対策を講じる」と強調。アベノミクスを加速しデフレ脱却を目指す姿勢を鮮明にした。

安倍首相、五輪後へ意欲隠さず
　安倍晋三首相は２６日の所信表明演説で「安倍１強」の政治状況を背景に結果を出すことに強いこだわりを示した。東京五輪・パラリンピックが開催される２０２０年を節目として、それ以降の新たな国造りへの挑戦にも言及。五輪後の政治のかじ取りへの意欲がにじみ出る内容となった。
　首相は政権を奪回した１２年末の衆院選から、国政選挙は４連勝中。自民党内に首相を脅かす存在は見当たらず、１８年９月までの党総裁任期の延長も現実味を帯びてきた。
　首相が演説で「安定的な政治基盤の上に、しっかりと結果を出していく」と表明したのは、その自信の表れと言えよう。任期後となる東京五輪について「何としても成功させなければならない」と強い決意を示すとともに、「２０２０年、そしてその先の未来に向かって、誰もがその能力を存分に発揮できる社会をつくる」と、五輪後の社会のありようにも触れてみせた。
　悲願とする憲法改正については、国会での与野党論議を呼び掛けた。国会発議に必要な衆参３分の２の議席を「改憲勢力」で確保した首相だが、改憲には、野党第１党の民進党の協力が必要とみているからだ。
　一方、政権の最重要課題と位置付ける経済再生は、相変わらず道半ばというのが実態だ。演説で首相は「アベノミクスの一層の加速」を約束し、働き方改革を軸に「１億総活躍の『未来』を切りひらく」と宣言した。安定政権の上に立ったからこそ、言葉通り「結果」を国民に示すことが首相には求められる。（時事通信2016/09/26-15:24）
自民、演説中に立ち上がり拍手＝野党「異様な光景」と批判－所信表明
　２６日の衆院本会議で、安倍晋三首相の所信表明演説中、大多数の自民党議員が立ち上がって拍手する場面があった。演説中の行為としては極めて異例。野党側は議事の妨げになりかねないと問題視しており、２７日以降の議院運営委員会理事会で協議する。
　演説の中で、首相が「（自衛隊員らに）心から敬意を表そうでありませんか」と呼び掛けたのに対し、自民党議員は示し合わせたかのように、ほぼ総立ちで拍手を送った。
　これに関し、日本維新の会の馬場伸幸幹事長は記者団に「異常で、異様な光景だ」と批判。自民党に対し、「反省していただきたい。こういうことを避けないと立法府の議論にならない」と再発防止を促した。共産党幹部も「二十数年国会にいるが、ああいう光景は初めて見た。気持ち悪い」と語った。
　一方、自民党の二階俊博幹事長は記者会見で「演説に手をたたいたり、やじが飛んだりということはよくある。（野党が）あの程度のことをやっても、われわれは抗議しない」と述べ、問題ないとの認識を示した。　（時事2016/09/26-20:36）
首相の拍手に自民議員一斉起立　「北朝鮮か中国」と野党

共同通信2016/9/26 21:53
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衆院本会議で安倍首相（右）の所信表明演説中に起立して拍手する自民党議員＝26日午後　安倍晋三首相が26日の衆院本会議で、自衛隊員らをたたえるため所信表明演説を約10秒中断し拍手、多くの自民党議員がこれに応えて、一斉に起立し拍手する一幕があった。野党は「北朝鮮か中国共産党大会みたいだ」（小沢一郎生活の党共同代表）と批判した。

　首相は演説で「今この瞬間も、海上保安庁、警察、自衛隊の諸君が、任務に当たっています」と訴えた上で「今この場所から、心からの敬意を表そうではありませんか」と呼び掛け、拍手した。自民党議員が立ち上がり首相に倣ったため、大島理森議長が「ご着席ください」と注意した。

安倍首相、「未来」を１８回＝「世界一」もキーワード－所信表明演説
　「４年後の東京五輪・パラリンピックは、必ずや、世界一の大会にする。同時に、わが国の『未来』を切りひらく」。安倍晋三首相は２６日の所信表明演説の冒頭、リオデジャネイロ五輪の日本選手の勇姿をたたえた上で、２０２０年以降を見据えた国造りへの意気込みを語った。キーワードの「未来」は計１８回使われた。
　演説は約７３００字。「１億総活躍の未来」「農林水産業の未来」「沖縄の未来」など政策課題に「未来」が付けられており、経済対策は「未来への投資」と銘打ち、子育て支援と介護の拡充を挙げた。民進党が「人への投資」を掲げていることが念頭にあるとみられる。
　結びでは、熊本県山都町の江戸時代に建造された水路橋「通潤橋」を取り上げた。４月の熊本地震にも耐えた復興のシンボルとして、「まさに『未来の架け橋』となった」と語った。
　もう一つのキーワードは「世界一」で、８回登場した。首相は、地元・山口県にあるかまぼこ店が生産機械製造で世界の約７割のシェアを占めていることを紹介し、「世界一を目指す気概」を強調。日本の力量を世界に示したいとの意欲を随所にちりばめた。　（時事通信2016/09/26-15:19）
成果問われる「働き方改革」＝経済は新味乏しく－改憲意欲、柔軟さ焦点・首相演説
　安倍晋三首相は２６日の所信表明演説で「アベノミクスの加速」を柱の一つに据え、経済最優先で政権運営に当たる姿勢を改めてアピールした。ただ、具体策に新味は乏しく、「１億総活躍社会」実現の手段の一つとして新たな看板政策に掲げた「働き方改革」で成果を出せるかどうかが問われる。
　首相は演説で経済再生に関し、「Ｇ７（先進７カ国）の議長国として日本は責任を果たす。あらゆる政策を総動員する」と強調。臨時国会で既定方針通り、総合経済対策を盛り込んだ２０１６年度第２次補正予算案と、消費税増税延期のための税制改正関連法案、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案の成立を図る方針を示した。
　さらに、最低賃金の２５円引き上げや下請け取引の条件改善を進めると表明。年金受給資格期間を２５年から１０年に短縮することにより、「成長と分配の好循環をつくり上げる」とも訴えた。
　だが、これらの施策はいずれも公表済みで、「アベノミクスの加速」も、国会答弁や選挙遊説などで繰り返してきたスローガンだ。民進党の蓮舫代表は「各省庁が３、４行書いてきた原稿をつなげて読んでいる」と首相演説を酷評した。
　首相は働き方改革について、１億総活躍社会実現の「大きなカギ」だと指摘。「意欲ある皆さんに多様なチャンスを生み出す、労働制度の大胆な改革を進める」と語った。ただ、その一環として打ち出した「長時間労働慣行の根絶」や「同一労働同一賃金」は、経済界に反対意見が根強く、首相の指導力が試される。
　一方、首相は憲法改正について「（新たな）案を国民に提示するのは国会議員の責任だ」と強調し、国会での論議を促した。７月の参院選で、いわゆる「改憲勢力」が国会発議に必要な３分の２の議席を衆参両院で確保したことを踏まえ、改憲実現へ強い意欲を示した形だ。
　しかし、国防軍創設などを盛り込んだ自民党の改憲草案をめぐっては、民進党が撤回を求め、与党の公明党からも見直しを求める声が上がっている。幅広い合意形成へ自民党が柔軟かつ丁寧な対応ができるのかも焦点となる。　（時事通信2016/09/26-20:19）
「全く伝わらず」「不誠実」＝所信表明、野党一斉批判
　安倍晋三首相の２６日の所信表明演説に対し、野党各党は「伝わるものが全くない」（蓮舫民進党代表）などと一斉に批判した。他の野党と一線を画すことが多い日本維新の会も「規制緩和、構造改革、行財政改革に強い決意を感じる中身ではなかった」（馬場伸幸幹事長）と、首相の「踏み込み不足」に不満を示した。
安倍首相、「未来」を１８回＝「世界一」もキーワード－所信表明演説
　蓮舫氏は記者団に「まさしく総花的。いったい何に重きを置き、国民に伝えたいのか。思い入れが今までの中で一番なかった演説だ」と酷評。首相が加速を訴えた「アベノミクス」について「止めた方がいい」と述べ、対決姿勢を強めた。
　共産党の志位和夫委員長は記者会見で、首相が国会での憲法改正論議を促したことについて「自民党改憲案をベースにした審議は全く認められない」とけん制。安全保障関連法への言及がなかったことにも触れ、「都合の悪いことは一切語らない、大変不誠実な内容だ」と非難した。
　一方、自民党の二階俊博幹事長は記者会見で「（首相の）意気込みといい、国民に対する責任感といい大変良かった」と評価した。公明党の山口那津男代表も「安倍政権の成果を踏まえた上で、今後の具体的な目標を簡潔に分かりやすく提示していた」と述べた。　（時事通信2016/09/26-19:01）
所信表明演説全文
　【１、はじめに】
　世界一への執念。
　歴代最多のメダルラッシュとなったリオ五輪では、世界の強豪たちに真っ向勝負を挑み、最後の一瞬まで勝利を諦めない選手たちの姿に、日本中が感動しました。
　４年後の東京オリンピック・パラリンピックは、必ずや、世界一の大会にする。何としても、成功させなければなりません。同時に、わが国の「未来」を切りひらく。私たちもまた、世界一暮らしやすい国、世界一信頼される国を目指し、新たなスタートを切る時です。
　参院選挙で、自由民主党と公明党の連立与党は、目標の改選過半数を大きく上回る勝利を得ることができました。
　「この道を、力強く、前へ」
　これが、選挙で示された国民の意思であります。安定的な政治基盤の上に、しっかりと結果を出していく。国民の負託に応えていく決意であります。
　この国会に求められていることは、目の前の課題から逃げることではありません。挑戦です。いかに困難な課題にもチャレンジし、建設的な議論を行って「結果」を出すことであります。
　１億総活躍、地方創生、農政新時代、そして地球儀を俯瞰（ふかん）する外交。安倍内閣は「未来」への挑戦を続けます。世界の真ん中で輝く、日本の「未来」を、皆さん、共に切りひらいていこうではありませんか。
　【２、災害復旧・復興】
　この夏、台風１０号をはじめ記録的な豪雨が相次ぎました。お亡くなりになった方々に哀悼の意を表し、被災された全ての皆さまにお見舞いを申し上げます。北海道、東北を中心に各地で、生活インフラ、収穫間近であった農作物などに甚大な被害が発生しており、激甚災害として、その復旧に全力を挙げてまいります。さらなる防災・減災対策に取り組み、国土強靱（きょうじん）化を進めます。
　熊本地震から５カ月。仮設住宅への入居はほぼ完了しましたが、さらに災害公営住宅の建設、保育所や介護施設の復旧など、被災地の生活再建を加速します。中小・小規模事業者、農林漁業者の皆さんの事業再開を支援し、なりわいの復興も進めます。特別交付税を増額し、被災自治体の財政負担を軽減します。一日も早い復興を目指して取り組んでまいります。
　東北では、外国人宿泊者が昨年、震災前を上回りました。「観光先進地・東北」を目指し、新たなチャレンジを支援します。福島では、中間貯蔵施設の建設、除染など住民の帰還に向けた環境整備、廃炉・汚染水対策を着実に進めながら、未来のエネルギー社会をひらく「先駆けの地」として、新しい産業の集積を一層促進してまいります。
　あの大震災、困難の日々を胸に刻みながら、被災地の皆さんと力を合わせ、新しい東北の未来を切りひらいてまいります。
　【３、アベノミクスの加速】
　（国際協調）
　英国のＥＵ（欧州連合）離脱、失速する新興国経済。世界経済は今、大きなリスクに直面しています。
　新たな危機に陥ることを回避するため、Ｇ７（先進７カ国）が協力して、全ての政策対応を行う。伊勢志摩の地で合意しました。英国のＥＵ離脱の判断に際し、Ｇ７が緊密な協議を行い、速やかに行動しました。
　先般のＧ２０（主要２０カ国・地域）では、中国をはじめ新興国とも、この危機感を共有しました。世界経済の成長と市場の安定のため、国際協調の強化に、さらなるリーダーシップを発揮してまいります。
（政策総動員）
　Ｇ７の議長国として、日本はその責任を果たす。あらゆる政策を総動員いたします。事業規模２８兆円を超える経済対策を講じ、内需を力強く下支えします。アベノミクスを一層加速し、デフレからの脱出速度を最大限まで引き上げてまいります。
　有効求人倍率は、４７全ての都道府県で１倍を超えています。史上初めての事です。実質賃金もプラスに転じ、６カ月連続でアップ。雇用の拡大、賃金の上昇による「経済の好循環」が生まれています。
　この流れをより確かなものにする。本年、最低賃金を、時給方式となって過去最大の２５円引き上げます。１０００円を目指し、社会全体の所得の底上げを図ります。
　「経済の好循環」の成否は、全国の中小・小規模事業者の皆さんの元気にかかっています。生産性向上、販路開拓などの努力を後押しします。下請法の運用基準を１３年ぶりに抜本改訂し、下請け取引の条件改善を進めます。低利融資による資金繰り支援と併せ、地域経済を支える金融機関のセーフティーネットである金融機能強化法を延長します。
　消費税率１０％への引き上げを３０カ月延期します。２０１９年１０月の実施に向け、軽減税率導入へ準備を進めます。それまでの間、逆進性対策として、所得の低い世帯への給付を行います。
　消費増税が延期された中にあっても、２０年度の財政健全化目標を堅持します。アベノミクスの果実も生かし、優先順位を付けながら社会保障を充実していきます。無年金者対策は喫緊の課題であり、来年度中に、年金受給資格期間を２５年から１０年へと短縮します。「成長と分配の好循環」をつくり上げてまいります。
　【４、１億総活躍】
　経済対策のキーワードは「未来への投資」。１億総活躍の「未来」を見据え、子育て支援、介護の拡充を進めます。
　「介護離職ゼロ」を目指し、５０万人分の介護の受け皿を前倒しで整備します。介護休業に積極的な事業者を新たな助成金で支援します。
　「介護の仕事は、本当にやりがいがある。そのことを国民の皆さんに正しく理解してもらいたい」
　介護福祉士を目指す学生、小金栞さんから聞いた言葉が、私の耳から離れません。大きな希望を持って介護や保育の道を進んだ、こうした皆さんの高い使命感に、私たちはしっかりと応えていかなければなりません。
　技能や経験に応じた給料アップの仕組みをつくるなど処遇の改善に取り組みます。補助者の活用などにより現場の負担軽減を進めます。再就職準備金を倍増する他、あらゆる手を尽くして、必要な人材の確保に努めていきます。
　保育の受け皿整備を加速します。小学生の放課後の受け皿づくりも、学校施設を活用し、全国で展開します。子育て支援を拡充することで、「希望出生率１．８」に向かって、歩みを進めてまいります。
　「みんな限界にチャレンジしている」
　パラリンピック３大会に出場した佐藤真海さんが、かつて私に語ってくれました。リオデジャネイロ・パラリンピックでは、限界を全く感じさせないアスリートたちの姿に、日本全体が勇気をもらいました。
　障害や難病のある人も、お年寄りも若者も、女性も男性も、一度失敗を経験した人も、誰もが生きがいを感じられる社会をつくることができれば、少子高齢化というピンチも、大きなチャンスに変えることができるはずです。
　２０２０年、そしてその先の未来に向かって、誰もがその能力を存分に発揮できる社会をつくる。１億総活躍の「未来」を皆さんとともに切り開いてまいります。
　その大きな鍵は、働き方改革です。働く人の立場に立った改革。意欲ある皆さんに多様なチャンスを生み出す、労働制度の大胆な改革を進めます。
　子育て、介護など多様なライフスタイルと仕事とを両立させるためには、長時間労働の慣行を断ち切ることが必要です。
　同一労働同一賃金を実現します。不合理な待遇差を是正するため、新たなガイドラインを年内を目途に策定します。必要な法改正に向けて、ちゅうちょすることなく準備を進めます。「非正規」という言葉を、皆さん、この国から一掃しようではありませんか。
　定年引き上げに積極的な企業を支援します。意欲ある高齢者の皆さんに多様な就労機会を提供していきます。
　各般にわたる労働制度の改革プラン、「働き方改革実行計画」を、今年度内にまとめます。可能なものから速やかに実行し、１億総活躍の「未来」を切り開いてまいります。
　若者こそ、わが国の「未来」。若者への投資を拡大します。本年採用する進学予定者から、その成績にかかわらず、必要とする全ての学生が、無利子の奨学金を受けられるようにします。給付型の奨学金も、来年度予算編成の中で実現いたします。
　【５、地方創生】
　一人の若き農業者と、先日、山形で出会いました。
　「美しい田んぼを守っていきたい」
　２２歳の工藤ひかりさんは、農業の道を志した理由をこう語ってくれました。汗水流して収穫したラズベリー。「おいしかったよ」という声に大きなやりがいを感じているそうです。
　農家の平均年齢は今、６６歳を超えています。他方、一見困難に思える、その世界に飛び込み、チャレンジする若者たちがいます。
　過疎化、高齢化。地方が直面する困難は、深刻です。しかし、特色ある農林水産物、豊かな自然、伝統・文化。それぞれの地方が持つ個性は、いまだ十分に生かされているとは言えません。ここに、大きなチャンスがあります。
　安倍内閣は、地方創生の未来に、大胆に投資していきます。
　財政投融資を活用し、リニア中央新幹線の全線開業を最大８年間前倒しします。整備新幹線の建設も加速し、東京と大阪を大きなハブとしながら、全国を一つの経済圏に統合する「地方創生回廊」を整えます。それぞれの地方が、自らのアイデアで、自らの未来を切りひらく。自治体による地方創生への挑戦を、新しい交付金によって応援します。
　（観光立国）
　宮崎の油津港では、海外からのクルーズ船が、４年前の３倍に増えました。英語での観光案内を地元の高校生たちが買って出るなど、地域に活気が生まれています。
　旅行収支が、昨年、史上初めて１兆円の黒字となりました。外国人観光客は、３年間で２倍以上に増え、本年、過去最高、２０００万人を大きく上回る見込みです。
　次は、４０００万人の高みを目指し、観光分野に大胆に投資します。
　岸壁の整備、客船ターミナルの建設など、クルーズ船受け入れのための港湾整備を進めます。滑走路の増設など地方空港の機能を強化します。那覇空港や高松空港では、来月から入国審査手続きの一部を事前に行うバイオカートを導入し、審査待ち時間を最大３割短縮します。最先端技術を積極的に活用し、世界一の出入国管理体制を整えてまいります。
　１８年を目途に、三大メガバンクのＡＴＭコーナーの半分、３０００台で、海外発行のカードを使えるようにします。クレジットカードのＩＣ対応を義務化し、外国人観光客の皆さんが安心して決済できる環境を整えます。
　世界一安全な国づくりも欠かせません。多くの若者たちの将来を奪った軽井沢スキーバス事故の教訓を踏まえ、貸し切りバス事業への監査機能を抜本的に強化し、許可更新制を導入します。
　ホテルなどの建設を後押しするため、本年から容積率規制を大幅に緩和しました。Ｗｉ－Ｆｉ（ワイファイ）の整備なども支援します。「観光インフラ整備プログラム」を年内に策定し、外国人観光客４０００万人時代を見据え、投資を加速してまいります。
　（農政新時代）
　これからの成長の主役は、地方。目指すは、世界であります。
　３年連続で過去最高を更新してきた農林水産物の輸出は、本年も、昨年を上回るペースです。
　ＴＰＰの早期発効を大きなチャンスとして、１兆円目標の早期達成を目指します。その先には、欧州との経済連携協定（ＥＰＡ）の年内大筋合意を目指すなど、「良いものが良い」と評価される経済ルールを世界へ広げ、おいしくて、安全な日本の農林水産物を、世界に売り込みます。輸出基地、輸出対応型施設を全国に整備します。国際的に遜色ない生産性を目指し、経営規模の拡大も支援します。
　農政新時代。その扉を開くのは改革です。農家の所得を増やすため、生産から加工・流通まであらゆる面での構造改革を進めていきます。肥料や飼料を１円でも安く仕入れ、農産物を１円でも高く買ってもらう。そうした農家の皆さんの努力を後押しします。年内を目途に、改革プログラムを取りまとめます。
　夢や情熱を持って、農林水産業の「未来」に挑戦する。そうした皆さんを、全力で応援してまいります。
　（世界一を目指す気概）
　世界シェア７割。
　欧州、アジアなど世界中で、今、カニかまぼこが一世を風靡（ふうび）しています。その製造装置で、世界の市場を制覇したのは、地方の中小企業です。
　１００年前に誕生した１軒のかまぼこ店は、機械化の工夫を凝らした先に、ものづくり企業へ生まれ変わりました。かまぼこだけでなく、豆腐や菓子の製造装置など新製品を次々と開発。高い技術力を生かし、世界の食品メーカーに販路を拡大してきました。
　「限りなき挑戦で、世界のオンリーワンを目指す」。（山口県の）宇部から、世界へ、挑戦を続けています。
　ひたすらに世界一を目指す気概。オンリーワンで世界を席巻する匠（たくみ）の技。こういう皆さんが挑戦を続ける限り、日本はまだまだ成長できる。皆さん、今こそ、臆することなく、自信を持って、世界一を目指していこうではありませんか。
　【６、地球儀を俯瞰する外交】
　「一生懸命頑張れば、東京ではメダルを取れるかもしれない」
　リオ五輪・水泳に参加したユスラ・マルディニ選手の言葉です。内戦のシリアを逃れ、凍える寒さの海を泳ぎ切りました。暗い海で、ボートの中の子どもたちを安心させるため、笑顔を見せながら泳ぎ続けたそうです。
　ドイツでも諦めずに練習を続けました。そして目標の地、リオへ。初の難民代表団の一員として、夢のプールサイドに立ったユスラさんは、世界中の難民の人たちに、このメッセージを送りました。
　「夢はかなえられる」
　２０２０年「夢」の舞台となるわが国は、その国際社会の期待に応えなければなりません。
　地域紛争、大量の難民、相次ぐテロ、地球温暖化。世界は多くの困難に直面しています。日本は、積極的平和主義の旗を高く掲げ、国際社会と手を携え、世界の平和と繁栄に貢献する決意であります。
　日本の外交・安全保障の基軸は、日米同盟。これは不変の原則です。日米の絆を一層強化し、「希望の同盟」として世界の諸課題に共に立ち向かってまいります。
　その強い信頼関係の下、抑止力を維持しながら、沖縄の基地負担軽減に全力を尽くします。
　北部訓練場、４０００ヘクタールの返還を、２０年越しで実現させます。沖縄県内の米軍施設の約２割、本土復帰後、最大の返還であります。０．９６ヘクタールのヘリパッドを既存の訓練場内に移設することで、その実現が可能となります。もはや先送りは許されません。一つひとつ、確実に結果を出すことによって、沖縄の未来を切りひらいてまいります。
　今月、プーチン大統領と１４回目の会談を行いました。領土問題を解決し、戦後７１年を経ても平和条約がない異常な状態に終止符を打ち、経済、エネルギーなど日露協力の大きな可能性を開花させる。本年中に大統領訪日を実現し、首脳同士のリーダーシップで交渉を前進させていきます。
　韓国は、戦略的利益を共有する最も重要な隣国であり、未来志向、相互の信頼の下に、新しい時代の協力関係を深化させてまいります。
　中国の平和的発展を歓迎します。地域の平和と繁栄、世界経済に大きな責任を持つことを、共に自覚し、「戦略的互恵関係」の原則の下、大局的な観点から、関係改善を進めてまいります。
　これまで延べ１００を超える国・地域を訪れ、地球儀を俯瞰する視点で積極的な外交を展開してきました。自由、民主主義、基本的人権、法の支配といった基本的価値を共有する国々と連携を深めてまいりました。
　「われわれは、核兵器のない世界を希求する勇気を持たなければならない」
　本年、現職の米国大統領として初めて、オバマ大統領による被爆地・広島への訪問が実現しました。唯一の戦争被爆国として、わが国は、「核兵器のない世界」を目指し、国際社会と共に、努力を積み重ねてまいります。
　北朝鮮がまたも核実験を強行したことは、国際社会への明確な挑戦であり、断じて容認できません。弾道ミサイルの発射も繰り返しており、強く非難します。このような挑発的な行動は、北朝鮮をますます孤立させ、何の利益にもならないことを理解させるべく、国際社会と緊密に連携しながら、断固として対応してまいります。核、ミサイル、そして、引き続き最重要課題である拉致問題の包括的な解決に向けて具体的な行動を取るよう強く求めます。
　東シナ海、南シナ海、世界中のどこであろうとも、一方的な現状変更の試みは認められません。いかなる問題も、力ではなく、国際法に基づいて、平和的・外交的に解決すべきであります。
　そして、わが国の領土、領海、領空は、断固として守り抜く。強い決意を持って守り抜くことを、お誓い申し上げます。
　現場では、夜を徹して、そして、今この瞬間も、海上保安庁、警察、自衛隊の諸君が、任務に当たっています。極度の緊張感に耐えながら、強い責任感と誇りを持って、任務を全うする。その彼らに対し、今この場所から、心からの敬意を表そうではありませんか。
　【７、おわりに】
　先月、天皇陛下が、国民に向けてお言葉を発せられました。天皇陛下のご公務の在り方について、ご年齢やご公務の負担の現状に鑑みる時、そのご心労に思いを致し、有識者会議において国民的な理解の下に議論を深めていく考えであります。
　（未来への架け橋）
　橋を架ける。
　熊本の白糸台地は、江戸時代、水に乏しい不毛の大地でした。この困難の中に、布田保之助は、希望を見いだしました。
　水路橋を架け、山から水を引く。
　高さ２０メートルもの石橋は当時存在しませんでした。３０億円を超える費用を捻出しなければならない。高い水圧、大雨、想定外の事態に何度も失敗しました。
　それでも、保之助は、決して諦めませんでした。３０年以上にわたる挑戦の末に、「通潤橋」を完成させました。熊本地震で一部損壊したものの、今でも現役。１５０年にわたり白糸台地を潤し、豊かな実りをもたらしてきた。
　まさに「未来への架け橋」となりました。
　少子高齢化、不透明感を増す世界経済、複雑化する国際情勢、厳しい安保環境。わが国は、今も、さまざまな困難に直面しています。
　私たちに求められていることは、悲観することでも、評論することでも、ましてや、批判に明け暮れることでもありません。建設的な議論を行い、先送りすることなく、「結果」を出す。私たちは、国民の代表として、その負託にしっかりと応えていこうではありませんか。
　憲法はどうあるべきか。日本が、これから、どういう国を目指すのか。それを決めるのは政府ではありません。国民です。そして、その案を国民に提示するのは、私たち国会議員の責任であります。与野党の立場を超え、憲法審査会での議論を深めていこうではありませんか。
　決して思考停止に陥ってはなりません。互いに知恵を出し合い、共に「未来」への橋を架けようではありませんか。
　ご清聴ありがとうございました。
（時事通信2016/09/26-14:51）
所信表明演説要旨
　安倍晋三首相の所信表明演説要旨は次の通り。
　【はじめに】
　４年後の東京五輪・パラリンピックは何としても成功させなければならない。同時に、わが国の「未来」を切りひらく。世界一暮らしやすい国、世界一信頼される国を目指し、新たなスタートを切る時だ。
　安定的な政治基盤の上に、しっかりと結果を出していく。１億総活躍、地方創生、農政新時代、そして地球儀を俯瞰（ふかん）する外交。安倍内閣は「未来」への挑戦を続ける。
　【災害復旧・復興】
　台風１０号をはじめ記録的な豪雨が相次いだ。北海道、東北を中心に各地で生活インフラ、農作物などに甚大な被害が発生しており、激甚災害として、その復旧に全力を挙げる。
　熊本地震から５カ月。中小・小規模事業者、農林漁業者の事業再開を支援する。特別交付税を増額し、被災自治体の財政負担を軽減する。
　福島では、中間貯蔵施設の建設、除染など住民の帰還に向けた環境整備、廃炉・汚染水対策を進めながら、新しい産業集積を促進していく。
　【アベノミクス加速】
　あらゆる政策を総動員する。事業規模２８兆円を超える経済対策を講じ、内需を力強く下支えする。アベノミクスを一層加速し、デフレからの脱出速度を最大限まで引き上げる。
　本年、最低賃金を時給方式となって過去最大の２５円引き上げる。１０００円を目指し、社会全体の所得の底上げを図る。
　下請法の運用基準を１３年ぶりに抜本改訂し、下請け取引の条件改善を進める。地域経済を支える金融機関のセーフティーネットである金融機能強化法を延長する。
　消費税率１０％への引き上げを３０カ月延期する。２０１９年１０月の実施に向け、軽減税率導入へ準備を進める。それまでの間、逆進性対策として、所得の低い世帯への給付を行う。
　アベノミクスの果実も生かし、優先順位を付けながら社会保障を充実していく。来年度中に、年金受給資格期間を２５年から１０年へと短縮する。
　【１億総活躍】
　労働制度の大胆な改革を進める。子育て、介護など多様なライフスタイルと仕事を両立させるためには、長時間労働の慣行を断ち切ることが必要だ。
　同一労働同一賃金を実現する。不合理な待遇差を是正するため、新たなガイドラインを年内を目途に策定する。法改正に向けて準備を進める。
　定年引き上げに積極的な企業を支援する。意欲ある高齢者に多様な就労機会を提供していく。
　労働制度の改革プラン「働き方改革実行計画」を今年度内にまとめる。可能なものから速やかに実行し、１億総活躍の「未来」を切りひらく。
　若者への投資を拡大する。本年採用する進学予定者から、無利子の奨学金を受けられるようにする。給付型の奨学金も、来年度予算編成の中で実現する。
　【地方創生】
　財政投融資を活用し、リニア中央新幹線の全線開業を最大８年間前倒しする。整備新幹線の建設も加速し、全国を一つの経済圏に統合する「地方創生回廊」を整える。
　貸し切りバス事業への監査機能を抜本的に強化し、許可更新制を導入する。
　「観光インフラ整備プログラム」を年内に策定し、外国人観光客４０００万人時代を見据え、投資を加速していく。
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の早期発効を大きなチャンスとして、農林水産物輸出１兆円目標の早期達成を目指す。
　農家の所得を増やすため、生産から加工・流通まであらゆる面での構造改革を進めていく。年内を目途に、改革プログラムを取りまとめる。
　【地球儀を俯瞰する外交】
　日米の絆を一層強化し、「希望の同盟」として世界の諸課題に共に立ち向かっていく。
　抑止力を維持しながら、沖縄の基地負担軽減に全力を尽くす。北部訓練場、４０００ヘクタールの返還を、２０年越しで実現させる。０．９６ヘクタールのヘリパッドを既存の訓練場内に移設することで、その実現が可能となる。
　今月、プーチン大統領と１４回目の会談を行った。領土問題を解決し、戦後７１年を経ても平和条約がない異常な状態に終止符を打ち、経済、エネルギーなど日露協力の大きな可能性を開花させる。本年中に大統領訪日を実現し、首脳同士のリーダーシップで交渉を前進させていく。
　韓国は、戦略的利益を共有する最も重要な隣国であり、未来志向、相互の信頼の下に、新しい時代の協力関係を深化させていく。
　中国の平和的発展を歓迎する。地域の平和と繁栄、世界経済に大きな責任を持つことを、共に自覚し、「戦略的互恵関係」の原則の下、大局的な観点から、関係改善を進めていく。
　北朝鮮が核実験を強行したことは、国際社会への明確な挑戦であり、断じて容認できない。核、ミサイル、引き続き重要課題である拉致問題の包括的な解決に向けて具体的な行動を取るよう強く求める。
　東シナ海、南シナ海、世界中のどこであろうとも、一方的な現状変更の試みは認められない。いかなる問題も、国際法に基づいて、平和的・外交的に解決すべきだ。
　【おわりに】
　先月、天皇陛下が、国民に向けてお言葉を発せられた。天皇陛下のご公務の在り方について、ご年齢やご公務の負担の現状に鑑みる時、そのご心労に思いを致し、有識者会議において国民的な理解の下に議論を深めていく考えだ。
　憲法はどうあるべきか。それを決めるのは政府ではない。国民だ。案を国民に提示するのは、国会議員の責任だ。与野党の立場を超え、憲法審査会での議論を深めていこうではないか。決して思考停止に陥ってはならない。（時事通信2016/09/26-14:33）
所信表明演説
　所信表明演説　国会会期中に首相が交代したり、臨時国会や特別国会が召集されたりした際の冒頭で首相が行う演説。衆参両院の本会議で、国政の方針や重要課題について説明する。一般的に首相自身の考え方を示すものとされる。これを受け、各会派代表者による代表質問が行われる。
　所信表明演説に対し、毎年１月に召集される通常国会で首相が行う演説は「施政方針演説」と呼ばれ、新年度予算案や、内閣がその年に取り組む基本政策などについて説明する。（時事通信2016/09/26-14:50）
ＴＰＰ、アベノミクスで論戦＝２７日から代表質問－国会
　国会は２７日の衆院本会議で、安倍晋三首相の所信表明演説に対する各党代表質問を行い、７月の参院選後初となる国会論戦がスタートする。首相が今国会を「アベノミクス加速国会」と位置付けるのに対し、野党は環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認・関連法案を中心に、安倍政権の経済政策を徹底追及する構えだ。
　代表質問は衆院で２７、２８両日、参院で２８、２９両日に行われる。衆院では民進党の野田佳彦幹事長、自民党の二階俊博幹事長ら、参院では民進党の蓮舫代表、自民党の橋本聖子参院議員会長、公明党の山口那津男代表らが質問に立つ。　
　野田氏は、アベノミクスの成果を疑問視、首相に経済政策の転換を迫る。首相が「成長戦略のカギ」と重視するＴＰＰについても、関税撤廃などで日本の国益が守られていないとして、反対方針を明確にする。
　首相は、今国会から衆参両院の憲法審査会で憲法改正に向けた議論を本格化させたい考え。これについて、野田氏は議論に参加する姿勢を示す一方、自民党に改憲草案の撤回を要求する考えだ。（時事通信2016/09/26-19:05）
３月５日に党大会＝自民
　自民党の二階俊博幹事長は２６日の記者会見で、２０１７年の定期党大会を３月５日に東京都内で開催すると発表した。例年１月に開かれる党大会を３月とすることについて、党内では来年の通常国会冒頭の衆院解散に向けた布石との見方も出ている。二階氏は「会場の都合や安倍晋三首相の外交日程などを勘案した。勘ぐっていただくほどのことではない」と述べた。　（時事通信2016/09/26-19:46）
自民改憲草案の撤回要求＝蓮舫氏
　民進党の蓮舫代表は２６日、自民党の憲法改正草案に関し、「（衆参両院の）憲法審査会は個別政党の草案を丸ごと審議する場ではない」と述べ、撤回を求めた。民進党が国会審議に参加する条件とするかどうかについては明言を避けた。国会内で記者団に語った。
　自民党改憲草案をめぐっては、２５日のＮＨＫ番組で民進党の野田佳彦幹事長が撤回を求め、自民党の二階俊博幹事長は拒否している。
　一方、日本維新の会の馬場伸幸幹事長は２６日、民進党に対し、「野党第１党の自覚と責任を持って憲法改正の考えを出さないといけない」と要求した。（時事通信2016/09/26-18:23）
臨時国会が召集＝安倍首相「とどまるいとまない」－蓮舫氏「存在感示す」


自民党両院議員総会であいさつする安倍晋三首相（右から２人目）＝２６日午前、国会内
　第１９２臨時国会が２６日、召集された。政府・与党は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認・関連法案の成立に全力を挙げる。７月の参院選の結果、改憲勢力が衆院に続き参院でも３分の２以上の議席を占めて初の本格的な国会で、衆参両院の憲法審査会で始まる与野党の憲法論議も焦点だ。会期は１１月３０日までの６６日間。
　安倍晋三首相（自民党総裁）は両院議員総会で、「補正予算やＴＰＰ、重要法案が山積だ。われわれにはとどまっているいとまはなく、国民の負託に応えたい」と表明。民進党の蓮舫代表は参院議員総会で、「批判から提案という形で臨みたい。率先して存在感を示せる国会にしていきたい」と語った。


自民党にあいさつに訪れ、二階俊博幹事長（左から２人目）と握手する民進党の蓮舫代表（右）＝２６日午前、国会内
　参院は２６日午前１０時から、衆院は正午からそれぞれ本会議を開き、常任委員長を選任するとともに、特別委員会の設置を議決。午後１時からは天皇陛下をお迎えして開会式を行った。この後、衆参の本会議で、安倍首相の所信表明演説と麻生太郎副総理兼財務相の財政演説が行われる。これに対する各党代表質問は２７日から３日間。
　政府・与党は臨時国会で、経済対策を盛り込んだ２０１６年度第２次補正予算案や、消費税率１０％への引き上げを１９年１０月まで延期する税制改正関連法案などの成立に万全を期す。
　一方、衆参両院は２６日午後の本会議で、５度目の核実験を強行した北朝鮮を非難する決議をそれぞれ採択する。　（時事通信2016/09/26-13:06）
衆院解散、区割り勧告前も　公明幹部「準備必要」

共同通信2016/9/26 23:48

　公明党幹部は26日、衆院解散の時期に関し、「1票の格差」是正のための衆院小選挙区定数6減などを反映させた新たな区割り案の勧告前に実施される可能性があるとの見方を示した。勧告は来年5月までに行われる見通し。同幹部は「区割り案ができる前に解散される可能性があり、準備が必要だ」と述べた。

　勧告前の選挙の場合、現行の区割りでの実施となる。与野党内では、安倍晋三首相が北方領土交渉の進展を実現させ、来年1月の通常国会冒頭で衆院を解散するとの観測が浮上している。

「次の内閣」が発足＝民進党
　民進党は２６日、常任幹事会を開き、蓮舫代表を「ネクスト総理大臣」とするネクスト・キャビネット（ＮＣ、次の内閣）の人事を決定した。
　このほかの「次の内閣」の人事は次の通り。（敬称略）
　副総理　細野豪志▽副総理　江田憲司▽官房長官　大串博志▽財務相兼金融相　大塚耕平▽総務相　奥野総一郎▽法相　有田芳生▽外相　藤田幸久▽文部科学相　平野博文▽厚生労働相　足立信也▽経済産業相　田嶋要▽農林水産相　村岡敏英▽国土交通相　黒岩宇洋▽環境相　田島一成▽防衛相　青柳陽一郎▽復興相　金子恵美▽防災相　松原仁▽消費者担当相　相原久美子▽経済再生担当相　神山洋介▽科学技術担当相　北神圭朗▽行政刷新相　今井雅人（時事通信2016/09/26-20:06）
決算行政委員長に玄葉氏＝民進
　民進党は２５日までに、衆院の決算行政監視委員長に玄葉光一郎氏、懲罰委員長に大島敦氏、沖縄・北方特別委員長に鈴木克昌氏、科学技術・イノベーション推進特別委員長に松野頼久氏をそれぞれ充てる人事を内定した。２６日召集の臨時国会で選出または互選される。　
　【決算行政監視】
　玄葉　光一郎氏（げんば・こういちろう）上智大法卒。国家戦略担当相、外相、党選挙対策委員長。福島３区、当選８回。５２歳。
　【懲罰】
　大島　敦氏（おおしま・あつし）早大法卒。内閣府副大臣、総務副大臣、党政調会長代理。埼玉６区、当選６回。５９歳。
　【沖縄北方】
　鈴木　克昌氏（すずき・かつまさ）日大経卒。総務副大臣、生活の党幹事長、党副幹事長。比例東海、当選５回。７２歳。
　【科学技術】
　松野　頼久氏（まつの・よりひさ）慶大法卒。官房副長官、議院運営委員会理事、維新の党代表。比例九州、当選６回。５６歳。（時事通信2016/09/25-16:05）
米軍機墜落に抗議決議＝沖縄県議会
　沖縄県議会は２７日の本会議で、米軍嘉手納基地（同県嘉手納町など）を離陸した米海兵隊のＡＶ８ハリアー攻撃機が、沖縄本島・辺戸岬沖で墜落した事故に対する抗議決議と意見書を可決する。
　決議と意見書は「一歩間違えば人命に関わる大惨事につながりかねず、基地と隣り合わせの生活を余儀なくされている県民に大きな不安を与える」と指摘。「ハリアーの墜落事故は幾度となく発生しており、再発防止の取り組みに強い疑問を抱かざるを得ない」として、日米両政府に事故原因の究明と早期公表、再発防止策が講じられるまでの同機種の飛行中止などを求めている。
　ハリアー攻撃機は２２日午後２時前に墜落。沖縄県は政府や米軍に抗議し、在日米海兵隊は２３日、全ての同機種の運用を一時停止すると発表した。（時事通信2016/09/27-05:43）
外来機の飛来制限を要求　県議会あす抗議決議　ハリアー墜落

琉球新報2016年9月26日 13:11 


ハリアー本島沖墜落事故の対応を協議する県議会米軍基地関係特別委員会の委員＝２６日午前、県議会
　２２日に発生した米海兵隊のＡＶ８Ｂハリアー本島東沖墜落事故を受け、県議会の米軍基地関係特別委員会（仲宗根悟委員長）は２６日、事故に対する抗議決議と意見書の両案を本会議に提出することを決めた。２７日に議会運営委員会で上程を決め次第、同日の本会議で全会一致で可決される見込み。
　両案では事故原因の究明や同機種の飛行中止、ハリアーを含む外来機の沖縄への飛来を制限することなどを求めている。事故が米軍ホテル・ホテル訓練水域内で発生したことも受け、基地の整理縮小の一環として、広大な訓練水域・空域の見直しを行い、返還を推進することも盛り込んだ。
【琉球新報電子版】
米軍幹部に原因究明を要請＝稲田防衛相


米軍機墜落を受け、稲田朋美防衛相（右）に頭を下げる在日米軍副司令官のシュローティ少将＝２４日午後、沖縄県名護市
　沖縄県を訪問中の稲田朋美防衛相は２４日、名護市のホテルで在日米軍副司令官のシュローティ少将と会談し、米海兵隊所属の攻撃機が沖縄本島沖で墜落したことについて、原因究明と情報開示の徹底を要請した。少将は「日本側の求めはよく理解している。早急に答えを出せれば、と思っている」と回答した。
　稲田氏は「仮に居住地域で起きれば大惨事となった。沖縄県民を含む日本国民が大きな不安を感じ、誠に遺憾だ」と伝えた。　（時事通信2016/09/24-13:24）
辺野古移設で平行線＝稲田防衛相、沖縄知事と初会談


就任後初めて沖縄県を訪れた稲田朋美防衛相（左）と会談し、要望書を手渡す翁長雄志知事＝２４日午後、沖縄県庁
　稲田朋美防衛相は２４日、就任後初めて沖縄県の翁長雄志知事と県庁で約４０分会談した。翁長氏は米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟で県が上告したことを伝え、移設計画を断念するよう文書で求めた。しかし、稲田氏は譲らず、話し合いは平行線に終わった。
　席上、翁長氏は「過重な基地負担の軽減に真摯（しんし）に取り組んでほしい」とも要請。稲田氏は「安倍政権としては辺野古移設を方針としている」と伝える一方、県が上告したことに対しては「裁判を進めながらも意見交換を行うことが重要だ」と、県との協議を継続する意向を示した。　
　翁長氏は２２日に起きた米軍機の墜落事故に絡み、昨年８月の米軍ヘリ墜落を取り上げ、「米側に原因究明や再発防止を申し入れたと言っていたが、その後報告が全くない」と批判。稲田氏は「情報公開や原因究明なくして信頼は回復できない」と理解を示し、誠実に対応する姿勢を示した。
　また、翁長氏は在沖米軍基地に所属していない米軍機が沖縄に頻繁に飛来しているとして「基地負担軽減が全く見えてこない」とも訴えた。
　これに先立ち、稲田氏は米軍北部訓練場を抱える東村の伊集盛久村長らと名護市のホテルで面会。伊集氏は訓練場返還の条件となっている東村高江地区周辺でのヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設に関し、同地区に対する財政支援を要請。稲田氏は前向きに対応する考えを示した。（時事通信2016/09/24-18:46）
稲田防衛相、名護市長らと会談　「負担軽減は最重要課題」

共同通信2016/9/24 12:38

　沖縄県を訪問中の稲田朋美防衛相は24日、米軍基地を抱える沖縄本島北部の自治体首長らと名護市で会談し、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設や政府の基地負担軽減策への理解を求めた。冒頭のあいさつで「沖縄の負担軽減は安倍政権の最重要課題の一つだ。目に見える形で一つ一つ実践する」と述べた。

　会談には辺野古移設に反対する稲嶺進名護市長も出席した。

　これに先立ち、稲田氏は、防衛省がヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）を建設中の米軍北部訓練場（東村、国頭村）や、普天間の移設先となる辺野古の米軍キャンプ・シュワブを上空から自衛隊ヘリで視察した。

辺野古移設推進を表明　沖縄の北部首長と懇談の稲田防衛相

琉球新報2016年9月24日 12:22 
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北部の米軍施設所在市町村８首長との懇談の冒頭、あいさつする稲田朋美防衛相＝２４日午前１１時３０分ごろ、名護市内のホテル
　【北部】来県中の稲田朋美防衛相は２４日午前、名護市内のホテルで北部の米軍施設所在市町村の首長らと懇談した。冒頭のあいさつで稲田防衛相は「安倍首相から普天間飛行場移設を含め、抑止力の維持を図りつつ、沖縄をはじめとする地元の負担軽減を実現する旨の指示を受けている。沖縄の負担軽減は安倍政権の最重要課題の一つだ。安倍政権はできることは全て行うという方針のもと、沖縄の皆さん方の目に見える形で一つ一つ実践していきたい」と述べ、普天間飛行場の辺野古移設や米軍北部訓練場のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）の建設を進めていく考えを示した。普天間移設やヘリパッド建設について具体的には触れなかった。
　懇談では稲嶺進名護市長、伊集盛久東村長、宮城久和国頭村長、島袋秀幸伊江村長ら８市町村長が出席した。
　稲田氏はハリアー本島東沖墜落事故に触れ「仮に居住地に墜落していたら大変な大惨事になっていた。県民に大きな不安を与えたことについて遺憾に思う。米軍には遺憾の意と徹底した原因究明、再発防止を行うよう要請している」とした。その上で「引き続き（事故に関する）情報収集を行い、得られた情報は関係自治体に速やかに提供できるようにしたい」と述べた。
　稲田防衛相は午後０時半から同ホテルで在日米軍の副司令官と面談し、現時点での新たな情報の提示などを求める。
　稲田防衛相は北部首長との面談の前に、自衛隊のヘリコプターで米軍キャンプ・シュワブや米軍北部訓練場などを上空から視察した。午前１０時すぎ、東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場上空に稲田防衛相を乗せたとみられる自衛隊ヘリが２機で訪れ、約１５分間にわたってヘリパッド建設現場上空を旋回した。
　Ｎ１地区ゲート前で集会をしていた市民ら約１５０人は「防衛大臣は帰れ」「ヘリでの視察は卑怯（ひきょう）だ」と抗議の声を上げた。【琉球新報電子版】
翁長知事と稲田防衛相の議論がかみ合わない理由とは？【深掘り】

沖縄タイムス2016年9月25日 16:48

　就任後、稲田朋美防衛相が初めて沖縄を訪問し、翁長雄志知事と会談した。知事は、戦後沖縄が抱え続ける重い基地負担と苦難の歴史を説明、沖縄が名護市辺野古の新基地建設に反対する「背景」を説いた。だが、稲田防衛相側はあくまでも現行計画への理解を求めることに終始。認識はかみ合わず、議論は平行線をたどった。（政経部・大野亨恭）

「それが上から目線なんだ」。非公開の会談の中で、知事がこう不快感を示した場面があった。

　東村高江周辺の米軍北部訓練場内へのヘリパッド建設で、資機材の搬入に自衛隊ヘリを使用したことへ防衛省の幹部が理解を求めたときだった。



稲田朋美防衛相（左）と会談する翁長雄志知事（左から２人目）ら＝２４日午後、県庁

　住民らの抗議行動で工事が進まない状況ではヘリ使用はやむを得なかった－。稲田氏に代わり説明した防衛省幹部の発言に知事は反論した。「沖縄の長い歴史を踏まえないといけない」

　県幹部は、知事の発言を「７１年前の戦争体験に起因する自衛隊への県民感情を推し量るべきだとの思いだ」と解説する。

　知事は会談で、戦後、住民は銃剣とブルドーザーで強制的に土地を接収されたこと、２７年間米軍の統治下に置かれ続けたこと、沖縄が日本から切り離された「屈辱の日」に、安倍政権が日本の主権回復記念式典を開いたことなどを説明したという。

　それは、協議に入る上で「歴史を知っているのと知らないのとでは全然違う」という知事の思いがある。これまで安倍晋三首相や閣僚との会談で沖縄の歴史を訴えてきたのも、その思いがあるからだ。

　だが、この日の会談でも沖縄の歴史に理解は示さなかった。幹部の一人は、「そこが伝わらないことに一番歯がゆさを感じている」と知事の心中を代弁した。

　稲田氏は会談で、従来国側が使う「辺野古唯一」との文言は使わず、普天間飛行場の危険性除去には「辺野古しかない」と述べたという。意味合いとしては同じだが、県内部には「沖縄へ配慮し、強い言葉を回避したのでは」との見方もある。

　知事は会談後、稲田氏の印象を聞かれ「心の内は分からない」と前置きした上で、「耳を傾けていただいた」と述べた。

　出席者によると、稲田氏は信頼関係の大切さを繰り返し口にし、安倍首相や閣僚に対し、どんな思いが伝わっていないのか知事に質問したという。幹部の一人は、稲田氏は「これまでの要人に比べ、聞く姿勢が感じられた」と評した。

　ただ、稲田氏は東村がヘリパッド完成後に代償として高江区への直接交付金を求めたことに前向きな姿勢を示した。政府方針に従えば、予算を積み増すという「アメとムチ」ともいえる従来の政府の懐柔策をかざすことも忘れなかった。

　政府が繰り返し強調する普天間の危険性除去や基地負担の軽減。県幹部は、沖縄の歴史や心情を理解しないまま政府が進める沖縄政策を切り捨てた。

　「沖縄にとって、痛みでしかない」

沖縄副知事、怒りの面談打ち切り　米軍機墜落で国の型通りの対応に

沖縄タイムス2016年9月24日 08:55

　米海兵隊の戦闘攻撃機ＡＶ８Ｂハリアーの墜落から一夜明けた２３日、沖縄県庁で安慶田光男副知事から抗議を受けた外務省の川田司沖縄担当大使は、「二度と起きないよう努力したい」などと従来通りのコメントを繰り返した。再発防止への道筋が見えないまま面談はわずか４分半で終わった。



拡大する
米海兵隊のハリアー戦闘機の墜落事故を受けて、川田司外務省沖縄担当大使（中央）と中嶋浩一郎沖縄防衛局長（右）に抗議する安慶田光男副知事＝沖縄県庁

　険しい表情で川田大使らが待つ応接室に入った安慶田副知事。強い口調で抗議文を読み上げると、「県民が基地負担をいかに過重に抱えているのか一目瞭然だと思う」「県民の不安を一日も早く解消して」などとまくし立てた。

　川田大使は落ち着いた様子で「政府としても再発防止、原因の徹底究明について（米側に）強く要請したところ」などと型通りの答弁に終始。続いて中嶋浩一郎沖縄防衛局長が「あのー」と話を切り出そうとしたが、不快そうに聞いていた副知事がそれを遮り、「重ねて皆さまからも（米側に）強く要請して」と言い、場を切り上げた。

米軍が宣伝「オスプレイ音静か」　市民感覚と隔たり　基地内催しでビラ配布

琉球新報2016年9月26日 05:02 
　【宜野湾】在沖米海兵隊が２４、２５の両日、普天間飛行場（宜野湾市）で開いた基地を一般に開放するイベント「フライトライン・フェア」で、垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイについて「ＣＨ４６ヘリコプターと比べ全体的に音が静か」「より高く、より速く飛行するため人口密集地での飛行を減少」などと環境への負担軽減を強調する内容のチラシを配布した。市に寄せられる騒音の苦情は年々増えており、米側の説明と市民感覚との隔たりが改めて浮き彫りとなった。
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　会場に展示していたオスプレイ２機のうち１機の機体内を開放し、「同盟力」と題したチラシを置いていた。同盟国の利点として「第三海兵遠征軍の日本防衛能力を高める」とする一方、沖縄にとっての利点に「アジア太平洋地域各国での演習に毎月配備され、沖縄での配備・訓練の時間を削減」という点を挙げた。
沖縄は「諜報の最前線」　米ＮＳＡ内部文書に記述　「象のオリ」で大規模傍受

沖縄タイムス2016年9月26日 05:00

　【ジョン・ミッチェル特約通信員】米国家安全保障局（ＮＳＡ）が沖縄を諜報（ちょうほう）活動の「最前線」と位置付け重視していることが、エドワード・スノーデン元米中央情報局（ＣＩＡ）職員が持ち出した内部文書で分かった。読谷村の旧楚辺通信所（通称・象のオリ）が通信傍受で得た情報は、ハワイの拠点に集まる情報の大半を占めたと記述している。象のオリは現在、キャンプ・ハンセンに移設され、運用されている。



拡大する
１９６８年当時の楚辺通信所（象のオリ）

　文書は「ＳＩＤ（信号諜報局）トゥデイ」と題されたＮＳＡ内部の情報紙。極秘扱いで米、英、カナダ、オーストラリア、ニュージーランドの５カ国だけで共有されていた。２００３年６月に沖縄発の記事が掲載されている。

　記事によると、沖縄に駐留しているのは「国防通信沖縄支隊」。象のオリで収集した情報を沖縄在住の「米軍、国務省、その他の情報機関構成員」や、世界に三つしかないＮＳＡ地域拠点の一つ、ハワイのクニア地域信号諜報作戦センターに伝えていた。

　記事は在沖米軍関係者による交通事故や事件が「大げさに取り上げられ、日米両政府の当局者間で議論になることが多い。そのためより特化した信号諜報が要求される」と分析している。沖縄の人々が傍受の対象とされていたかには触れていない。

　象のオリは「少数の民間人と数人の政府職員」で運営されていたという。０６年、ＳＡＣＯ合意に基づいてハンセンに移設され、日本政府が経費約２４０億円を負担した。０３年１２月のＳＩＤトゥディは、基地の奧にある新施設について「より目立たない」と利点を強調している。

　ＳＩＤトゥデイはことし５月と８月、スノーデン氏の秘密ファイルを扱うニュースサイト「インターセプト」で公開された。

　ＮＳＡは国防総省の情報機関。昨年、日本の経済産業相、日銀総裁らの電話を盗聴していたとの機密資料が内部告発サイト「ウィキリークス」に暴露された。

盛り土なし、誰が判断？＝調査難航の豊洲市場問題－小池知事「都改革の試金石」
　東京都の築地市場（中央区）からの移転を延期した豊洲市場（江東区）の建物の下に土壌汚染対策の盛り土をせず、地下空間を設けていた問題で、都の内部調査が難航している。担当幹部である歴代の中央卸売市場長が都の聞き取りに「地下空間の話は知らなかった」と説明。地下空間への変更を決めた責任者や時期を特定できていない。
〔写真特集〕豊洲市場の土壌問題～地下空間に水～
　２１日に出張先のリオデジャネイロから帰国した小池百合子知事は、事務方から内部調査の報告を受けた。地下空間は、将来新たな汚染が確認された場合を想定した「モニタリング空間」で、設計の過程で造る方針が決まっていたという。施設内には地下に重機を搬入するための入り口が複数設けられていた。
　ただ報告では、（1）いつ、誰が盛り土を地下空間に変えることを決めたのか（2）盛り土を提言した専門家会議になぜ意見を求めなかったのか（3）議会答弁やホームページが事実と違っていたのはなぜか－といった点があいまいなまま。
　豊洲市場の土壌汚染対策をめぐり、都の専門家会議は２００８年７月、敷地全体での盛り土実施を提言。しかし、都はこれを無視し、青果や水産卸売場、水産仲卸売場など５施設に地下空間を設置した基本設計書を１１年６月にまとめた。


　ただ、業者に基本設計を発注した同年３月の段階では地下空間を利用する案は示されておらず、６月までの３カ月間に設計変更が行われた可能性が浮上している。３月の時点では、盛り土を前提にした「高床式」の建物とする案が軸となっており、当時の中央卸売市場長は取材に「その方が温度管理もできるし、衛生面でそう考えた。これを（地下空間に）変えるという議論はしていない」と説明した。　
　１６万人の職員を抱え、知事部局だけで１７部局を数える都庁は、地方自治体の枠を超える巨大組織。中央卸売市場だけでも職員が事務系と技術系に、部署が新宿の本庁舎と築地市場内の分室に分かれる。歴代担当部局トップが重大な計画変更を把握していない事態に、小池氏は「無責任体制だ」と厳しく批判。都庁内の情報共有や組織の縦割り構造に大きな問題があるとの認識を示す。
　小池氏は内部調査の最終的な結果を９月中にまとめ、公表する方針。「犯人捜しが目的ではないが、都職員が自律改革できるかどうかの試金石だ」と全容解明へ一歩も引かない姿勢を示している。
◇築地市場移転をめぐる動き
１９３５年　　　　　　　築地市場開場　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２００１年１２月　　　　東京都、豊洲地区への移転方針決定　　　　　　　　　　
　　０７年　５月　　　　土壌汚染対策検討の専門家会議が初会合　　　　　　　　
　　０８年　５月　　　　石原慎太郎知事、「コンクリートの箱」埋め込み案に言及
　　　　　　７月　　　　専門家会議、敷地全体の盛り土提言　　　　　　　　　　
　　　　　　８月　　　　土壌汚染対策の工法検討する技術会議が初会合　　　　　
　　　　　１２月　　　　都、技術会議に「地下水浄化の作業空間必要」と説明　　
　　１１年　３月　　　　都、建物の基本設計発注　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　６月　　　　地下空間設けた基本設計書まとまる　　　　　　　　　　
　　１４年　２月　　　　豊洲市場の建設着手　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　１０月　　　　土壌汚染対策の工事終了　　　　　　　　　　　　　　　
　　１６年　８月３１日　小池百合子知事、「１１月７日移転」の延期表明　　　　
　　　　　　９月１０日　小池氏、「盛り土が一部未実施」と発表　　　　　　　　
　　　　　　　　１６日　専門家会議の再設置決定　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　１７日　都、地下空間たまり水から微量のヒ素など検出と発表
（時事通信2016/09/24-16:58）
たまり水「地下から」＝専門家会議座長が豊洲視察－空気中から微量のベンゼン・都


豊洲市場の水産卸売場棟の地下空間を視察する専門家会議の平田健正座長（手前）＝２４日午前、東京都江東区
　東京都の豊洲市場（江東区）の主要建物下で土壌汚染対策の盛り土が行われていなかった問題で、再招集された専門家会議の平田健正座長（放送大学和歌山学習センター所長）らが２４日、同市場の地下空間を視察した。平田氏は視察後の記者会見で、底面にたまっている水に関し、地下水が漏れ出したとの見解を表明。その理由として、周辺にある複数の井戸から採取した水と成分がほぼ同じだったことを挙げた。
　これに関連し、都は同日、青果、水産卸売場、水産仲卸売場３棟の地下空間やその入り口で、１５日から１６日にかけて空気を観測した結果、環境基準を下回る微量の有害物質ベンゼンを検出したと発表。平田氏は「地下水から揮発したものが結構あるのではないか」と語った。
　微量のベンゼンは周辺の井戸水からも検出されたが、平田氏はいずれも環境基準を下回っているため、安全性に問題はないと強調した。都が１５日に採取したたまり水からは検出されなかった。
　一方で「ここは食の安全安心を扱うところなので、上乗せの対策が必要だ」と指摘。調査地点を増やして水質の分析を続けるとともに、専門家会議で必要な対策を議論する考えを示した。


豊洲市場の地下空間を視察後、記者会見する専門家会議の平田健正座長＝２４日午後、東京都江東区
　水がたまった原因については、地下水の水位を調節する管理システムが試運転中である点を挙げ、「（本格的に）システムが動けば、水浸しになるようなことはない」とした。
　専門家会議は２００８年、土壌汚染対策として「敷地全体で盛り土を実施する」と提言。しかし、都はこれを無視する形で地下空間を設けていた。
　事態を重く見た小池百合子知事は、専門家会議と新設した「市場問題プロジェクトチーム（ＰＴ）」に、現状での安全性や盛り土が行われなかった経緯などの検証を要請。ＰＴの初会合は２９日に開かれる予定だ。　（時事通信2016/09/24-21:23）
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